
�リ子どちの均等割額軽減措置について�り
令和3年度第2回
国保事業の運営に関する協議会

資料4

2(2)子どちに係る国民健康保険料等の均等割の滅措置の導入(国民健康保険制度)

1.現状及び見■しの趣冒

0国民健康保険制度の保険料は、応益(ね等割*平等割)と応能(所得割‘資産割)に応じてま定されている。
その上で、低所得世帯に対しては、応益保険料の軽減措置(7-5*2割軽減)が講じられている。

0子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、国・他方の取組として、国保制度レおいて子どもの均等割保険料を
軽滅する。

(参考》平成27年国保法改正参*厚労委附帯決議
「子どもレ係る均等割保険料①軽滅措置II〕いて、地方創生の観点や地方からの提案も踏まえ、現行制度の趣旨や国保財政レ与える
影纖等を考慮しながら、弓Iき続き議論する」

0対象は、全世帯の未就学児とする。

'・

糸対象者数：約7G万人(平成30年度国民健康保険実態調資)

当該未就学児に係る均等割保険料について、その5割を
公費により軽滅する。

�例えぱ、7割軽減対象の未就学児①場合、残りの3割⑦半分を滅額する
ことから8 . 5割軽減となる。

【韓滅イメージ】
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新tな公費による軽滅部分

/-"・I 財政影ぼン3 :公i [約9〇億円(令和4年度)

»;・本揚ンは, 一京の仮̶おいて6ったも①であり, 結果は相当探播⑦幡をもってみる必要がある。
X令和3年度ラ算業べースを足アにレ人口構成の裂化を機̶に織り込んだ推計縫-なお、露翁⑦高度化等による沖びは潜
近の爽績値レより見込んでシる,

0 ■.他方の負担割合：■1/2、都道府県1/4、市昭村1/4

0施行時期：令和4年4月
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